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アリス・クルス
｢ハンセン病患者・回復者及びその家族に対する
差別撤廃に関する国連特別報告者の報告書」
木 村 光 豪
は し が き
国連人権理事会には、人権侵害に対処するメカニズムのひとつとして、国別とテーマ
別というふたつの「特別手続」と呼ばれる仕組みがある。その手続を実施するために、
人権理事会は特定の任務を創設し、（一般的に特別報告者と呼ばれる）個人と集団を含
む専門家を任命して、期限を決めてその任務を遂行させる。特別報告者は、関係国へ訪
問し、さまざまなステークホルダーと情報・意見を交換するなどの作業に取り組み、そ
の進捗状況を少なくとも毎年⚑回人権理事会に報告することが義務づけられている。
2017年⚖月、人権理事会は、「ハンセン病患者・回復者及びその家族に対する差別撤
廃に関する特別報告者」の任務を創設した（決議35／⚙）。同年11月、ポルトガル出身
のアリス・クルスが、その特別報告者に任命された。
アリス特別報告者は（医療）人類学者で、エクアドルのアンディーナ・シモン・ボリ
バル法科大学院客員教授を務める。彼女は、ハンセン病の生物社会学的な側面に焦点を
合わせ、さまざまな国において、ハンセン病患者・回復者が初期診断と質の高い治療に
アクセスできない障壁について研究した博士論文で学位を取得した。その後、ブラジル
の非営利団体である「ハンセン病患者・回復者の社会復帰のための運動（MORHAN）」
で働き、その間、ハンセン病と人権に関する最初の国際シンポジウム（2012年、リオデ
ジャネイロ）の企画にかかわった。さらに、世界保健機関が主導する、ハンセン病サー
ビスにハンセン病患者・回復者が参加するためのガイドラインを作成する作業に参加し、
国際ハンセン病協会評議会の委員としても活動した（2014―2016年）。これまで、ポル
トガル、ブラジル、南アフリカ、ボリビア、エクアドルでフィールド調査を行い、ハン
セン病とそれにまとわりつくスティグマを撤廃することをテーマに研究し、調査報告書
を作成した。また、ハンセン病患者・回復者だけでなく公衆衛生の専門家、医師、市民
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社会を含む、多種多様なステークホルダーとも交流してきた。その意味で、彼女は、
「ハンセン病患者・回復者及びその家族に対する差別撤廃」について調査・提言するた
めにふさわしい専門家と言えよう。
アリス特別報告者が、任命後に初めて作成した報告書が、ʻReport of the Special
Rapporteur on the elimination of discrimination against persons affected by leprosy
and their family members (A/HRC/38/42)ʼ である。これを翻訳したのが、以下で紹介
する「ハンセン病患者・回復者及びその家族に対する差別撤廃に関する国連特別報告者
の報告書」である。
2010年⚘月、人権理事会諮問委員会は「ハンセン病患者・回復者及びその家族に対す
る差別撤廃のための原則及びガイドライン」を採択し、同年12月、国連総会で「原則及
びガイドライン」を遵守し、促進するための措置をとよう各国政府に要請することが決
議された。この「原則及びガイドライン」が作成されるにあたり、「障害」に対する医
学アプローチと社会アプローチのいずれを採用するのかで対立があり、最終的には後者
が選ばれた（拙稿［2012］「ハンセン病患者・回復者及びその家族に対する差別撤廃の
ための原則及びガイドライン――その起草経緯、構成と内容、特徴と意義」『ハンセン
病市民学会年報 2011』解放出版社、242―243頁を参照）。本報告書は、各国政府による
ハンセン病問題への対処がよりいっそう「原則及びガイドライン」に基づいて実施され
るように、「障害」の社会モデルをさらに徹底し促進するための（社会学者による）処
方箋であると位置づけることができる。
その点を最も明確に示しているのが、ハンセン病を理由とするスティグマ付与と差別
は医療措置だけでは撤廃することができず、その「健康の社会的決定要因」を探求して
対処することが必要かつ重要であるという主張である（ただし、本報告書は、その意味
内容について説明していない）。健康の社会的決定要因は――20世紀末に西欧で注目さ
れ、21世紀に入って世界保健機関で研究が進んだ――生物学的要因（遺伝など）よりは
社会的要因が、健康に及ぼす影響を重視する考え方である。そこから、例えば、構造的
要因（国の経済・公共・社会政策、社会経済的地位、階層、属性［ジェンダー、人種な
ど］）、中間的要因（物理的環境、心理社会的要因など）が健康格差を生み出す原因を探
求し、その改善策を提案していくことが可能となる。日本でも近年に研究が積み重ねら
れ、政策レベルでも取り入れられるようになった（最新の動向については、近藤克則編
［2016］『講座ケア 新たな人間――社会像に向けて⚔ ケアと健康』ミネルヴァ書房を
参照）。
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人権の視点からすると、健康の社会的決定要因は、社会権と深いかかわりがあり、国
内において市民がその権利の実現を要求する根拠ともなり、国はその要求を政策などに
よって対処していく義務をともなう。また、国際人権条約上の義務として、締約国政府
が、社会権規約の諸権利、とりわけ到達可能な最高水準の健康に対する権利を保護、促
進、充足することが要請される（マーモット・マイケル（林寛幸監訳）［2017］『健康格
差 不平等な世界への挑戦』日本評論社、96頁を参照）。
2001年⚕月にハンセン病違憲国賠訴訟の原告勝訴が確定して以降、日本のハンセン病
問題の全面解決に向けた施策は、原告団、弁護団、ハンセン病患者・回復者（組織）と
その支援者などの活動により、漸進的に進歩してきた（つぎのウェブサイトを参照。
https://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/kenkou/hansen/kanren/1.html）。その成果を
さらに促進するには、健康の社会的決定要因を参照することが重要であるかもしれない。
さらに、今後、日本におけるハンセン病問題への対策を推進していくうえで、本報告
書で指摘されている「縁者のスティグマ」に着目する必要があると思われる。これは、
社会学者のゴッフマンが提示した概念で、何らかの理由によってスティグマを付与され
た当事者の家族に押しつけられるスティグマのことをさす（ゴッフマン・アーヴィング
（石黒毅訳）［2001］『スティグマの社会学――烙印を押されたアイデンティティ』せり
か書房、58―61頁を参照）。本報告書の内容に則していえば、ハンセン病患者・回復者
の家族に付与されるスティグマが、その典型例である。2019年⚗月にハンセン病家族訴
訟の原告勝訴判決が確定し、国（とくに厚生労働省、文部科学省、法務省）は、ハンセ
ン病患者・回復者の家族に対する差別の実態と被害について、教育・啓発活動を行うこ
とが義務づけられた。それを推進するさいに、縁者のスティグマを念頭に置くことが必
要であろう。
最後に、翻訳に関して何点か断りをいれておく。原文（の本文）でイタリック体に
なっている部分について、訳文では傍点を付した。原文でゴシック体（太字）になって
いる部分については、訳文でも同様にした。訳者が日本語訳を補足した部分については、
［ ］で記した。なお、訳文にある脚注はすべて原注である。
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アリス・クルス「ハンセン病患者・回復者及びその家族に対する差別撤廃に関する国連特別報告者の報告書｣
A/HRC/38/42
配布分類：一般
2018年⚕月25日
原文：英語
人権理事会
第38会期
2018年⚖月18日―⚗月⚖日
議題⚓
発展の権利を含む、すべての人権、市民的、政治的、経済的、社会的および文化的権
利の促進と保護
ハンセン病患者・回復者及びその家族に対する差別撤廃に関する特別報告者の報告書
国連事務局による注釈
国連事務局は、人権理事会決議 35／9 にしたがって準備された、ハンセン病患者・
回復者及びその家族に対する差別撤廃に関する特別報告者アリス・クルスの報告書を
人権理事会に送付する栄誉を授かっている。本報告書において、特別報告者は、来る
⚓年間の展望、優先事項と作業方法の概要を示している。
ハンセン病患者・回復者及びその家族に対する差別撤廃に関する
特別報告者の報告書
目 次
Ⅰ．序 論
Ⅱ．ハンセン病
Ａ．治癒する病気
Ｂ．治癒と癒しの間の隔たり
Ｃ．免学と人権
Ⅲ．隔離から人権までの長い道のり
Ａ．何千年に及ぶ人権の濫用と侵害
Ｂ．きわめて現代的な病気
Ｃ．スティグマ付与と差別の医療化の失敗
Ⅳ．任務の構成
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Ａ．背 景
Ｂ．任 務
Ｃ．展 望
Ｄ．方 法 論
Ｅ．人権の文書と基準
Ｆ．任務の優先事項
Ⅴ．結 論
Ⅰ．序 論
⚑．決議 35／9 において、人権理事会は、ハンセン病患者・回復者及びその家族に対す
る差別撤廃に関する特別報告者の任務を創設した。同決議において、人権理事会は、
世界の多種多様な地域において、ハンセン病患者・回復者が引き続き多様な形態の差
別そして――孤立、差別と人権侵害を含む――社会の対等な構成員として参加するこ
とに対する広く行き渡った障壁に直面していることを認めた。同決議の採択は、ハン
セン病患者・回復者に対するあらゆる形態の偏見と差別を撤廃し、彼らの［社会へ
の］包摂と参加を推進する政策を促進する努力を強化することを目的としていた。
⚒．同決議は、第38会期をはじめとして、人権理事会に毎年報告書を提出するよう、特
別報告者に命じている。同決議の採択に続いて、人権理事会は、その任務を遂行する
ために、アリス・クルスを任命した。彼女は、2017年11月⚑日にその義務を引き受け
た。本報告書において、特別報告者は、ハンセン病について紹介し、来る⚓年間の展
望、優先事項と作業方法について詳しくのべる。
Ⅱ．ハンセン病
Ａ．治癒する病気
⚓．ハンセン病（Leprocy）――ハンセン病（Hansenʼs disease）としても知られる
――は、ら
・
い
・
菌
・
によって引き起こされる慢性感染症である。ハンセン病は長い潜伏期
間があり、その徴候が現われるのは感染してから⚒年から20年ほどかかる。ハンセン
病は乳児期初期から高齢に至るまで発病しうる。その病気は皮膚、末梢神経、上気道
の粘膜表面と目に悪影響を及ぼす1)。
⚔．きわめて伝染力の高い病気として社会的に知られているのとは反対に、ハンセン病
1) つぎのウェブサイトを参照。www.who.int/en/news-room/fact-sheets/detail/lep
rosy
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は感染力がきわめて弱く、その病原菌に感染したほとんどの人（約95％）は発病しな
い。事実、ほとんどの人びとは生まれながらハンセン病に対して免疫がある。感染の
メカニズムは依然として明確ではない。しかし、ハンセン病は鼻と口から出た飛沫を
通じて、そして締め切った部屋で未治療の患者と頻繁に接触する間に、そのほとんど
が感染するようである2)。
⚕．ハンセン病は、多剤併用療法として知られる薬剤の組み合わせによって治癒するこ
とができる。ひとつの薬剤だけによるハンセン病の治療は、薬剤耐性を引き起こすこ
とができる。薬剤の組み合わせは、病気の分類による。最も重要な薬剤であるリファ
ンピシンは、ふたつの型のハンセン病（少菌型と多菌型）のいずれの治療にも含まれ
る。1995年以降、多剤併用療法は世界保健機関（WHO）によって無償で配布されて
きた。多剤併用療法は、2000年まで日本財団によって寄付された。その後、それはノ
バルティス財団によって寄付され、2020年まで継続されることになっている。（人口
⚑万人につき⚑人未満の患者数として定義される）公衆衛生上の問題としてのハンセ
ン病の制圧は、2000年までに世界中で達成された3)。
⚖．しかしながら、公衆衛生上の問題として世界中でハンセン病が制圧されたことは、
依然としてかなり流行している諸国が存在すると同時に、国の内部でかなり流行して
いる地域があるという事実を覆い隠す。過去30年間でハンセン病の流行が劇的に減少
したことは、ハンセン病が消滅したことを意味しない。事実、依然として引き続き感
染している。
⚗．スティグマ付与（stigmatization）と差別は依然として、ハンセン病の制圧にとっ
て主たる障壁である。事実、それは主なステークホルダーによって同意されている。
2010年、国連総会は、ハンセン病患者・回復者及びその家族に対する差別撤廃に関す
る決議 65／215 を採択し、ハンセン病患者・回復者及びその家族に対する差別撤廃の
ための原則及びガイドラインに留意した（A/HRC/15/30、付属）。2016年、世界保健
機関は、⚓つの戦略的な柱に基づく――第⚓の柱は差別の阻止と社会的包摂の促進で
ある――「ハンセン病対策の世界戦略2016―2020」を採択した4)。
2) 前掲。
3) 前掲。
4) WHO Regional Office for South-East Asia, Global Leprosy Strategy 2016-2020.
Accelerating Towards a Leprosy-free World (New Delhi, 2016).
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Ｂ．治癒と癒しの間の隔たり
⚘．治癒できるにもかかわらず、早期に発見されて治療されなければ、ハンセン病は、
皮膚、神経、手足と目にとり返しのつかない損傷を引き起こし、顔の変形、失明、感
覚麻痺、慢性疾患そして神経障害性疼痛の原因となりうる5)。
⚙．ハンセン病が原因となってもたらされる機能障害（インペアメント)6)がもつ独特
な側面は、予防できる性質にあり、それは早期の診断、治療そして質の高いケアへの
アクセスに依存する。しかし、診断が遅れることは頻繁である。さらに、公衆衛生上
の問題として世界レベルでハンセン病が制圧されたことは、診断と治療における専門
家の喪失という結果をもたらした。最後に、ハンセン病に関する機能障害の主要な原
因である、神経の損傷に対処する質の高い治療は、依然として実現されていない7)。
10．ハンセン病は間違いなく無視された病気であり、基礎的そして臨床的研究のための
基金が不足していることは、なぜハンセン病に対処するために利用可能な主たる薬剤
がステロイドとサリドマイド――後者は、深刻な医原性効果を引き起こす危険性が高
い――であるのかという理由を説明する8)。
11．早期診断にアクセスする制度的そして制度外の障壁、医療サービスと従事者のなか
における医療専門家の欠如、そして深刻な医原性効果をもつ薬剤は、多くのハンセン
病患者が、多剤併用療法を利用した後に、たとえ治癒したと言われたとしても、なぜ
彼らは癒されたと感じないのかという理由を説明する9)。
12．その他の病気は、医療上の治療と癒しという現象学的経験との間の隔たりが、ハン
5) つぎのウェブサイトを参照。www.who.int/en/news-room/fact-sheets/detail/lep
rosy.
6) 本報告書において、特別報告者は、「機能障害（impairment）」という言葉を、
ハンセン病患者の健康の機能喪失あるいは損傷をさし、「（能力）障害（disability）」
はハンセン病に関する機能障害に対する社会的な差別と排除をさすものとして使用
する。この区別は、その作業において特別報告者によって擁護される、障害の社会
モデルに基づいている。
7) WHO Regional Office for South-East Asia, Global Leprosy Strategy 2016-2020.
Accelerating Towards a Leprosy-free World — Operational Manual (New Delhi,
2016), pp. 5-6.
8) Alice Cruz, “Leprosy as a multilayered biosocial phenomenon : the comparison
of institutional responses and illness narratives of an endemic disease in Brazil
and an imported disease in Portugal”, Clinics in Dermatology, vol. 34, No. 1 (2016),
pp. 16-23.
9) 前掲。
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セン病ほどではない。そうした隔たりは、健康と病気の社会的調整要素と社会的決定
要因によって徹底的に作り上げられ、とりわけスティグマ付与と差別が重要な役割を
果たしている。
Ｃ．疫学と人権
13．2016年に、145ヵ国から、214,783人の新規患者が世界保健機関に報告された。ハ
ンセン病患者の絶対数と相対数が最も高いのは、インド、ブラジルそしてインドネ
シアで報告された。（流行、新規患者の発見そして女性、子どもおよび第⚒級の障
害10)の事例を含む）一連の指標によると、ハンセン病制圧のために世界的に優先順
位の高い諸国として確認される、22ヵ国において依然として流行が懸念されている。
2016年に、1,000人以上の新規患者が発見された諸国は、バンクラデシュ、ブラジル、
コンゴ民主共和国、エチオピア、インド、インドネシア、マダガスカル、モザン
ビーク、ミャンマー、ネパール、ナイジェリアそしてフィリピンであった。流行国
において、ハンセン病は主に、より貧困なコミュニティと地域に悪影響を及ぼして
いる11)。
14．さらに、ハンセン病の流行が減少しながらも、すでに制圧された諸国において外国
で発病した患者の増加のような、新しい問題が起きている。2016年に、外国で発病し
た患者は、23ヵ国において報告された12)。
15．最後に、世界中で報告された患者数は正確ではない。なぜなら、世界の多くの場所
でハンセン病に関する診断と治療にアクセスするさいに制度的そして制度外の障壁が
あるため、多くの患者が報告されないからである。大多数の人びとは引き続きハンセ
ン病の治療を受け、多くの人びとはハンセン病によって引き起こされた機能障害と社
会的排除によってもたらされた障害を引きずりながら生活している。さらに、その数
は、ハンセン病に関連したスティグマ付与と差別によって同じように悪影響を受けた、
ハンセン病患者の家族を対象に含めていない。
10) 第⚒級の障害とは、目に見える機能障害をさす。世界ハンセン病プログラムに
よって使用される等級システムは、機能障害がないことを意味する「第⚐級」、手、
目あるいは足の感覚麻痺を意味する「第⚑級」、そして目に見える機能障害を意味
する「第⚒級」からなる。
11) WHO Regional Office for South-East Asia, Global Leprosy Strategy 2016-2020
— Operational Manual, p. 2.
12) WHO, Weekly Epidemiological Record, No. 35 (92) (2017), pp. 501-520.
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16．30年前に多剤併用療法を導入して以降、（1980年代半ばの500万人の患者から、2016
年末の20万人未満の患者へと）新規の患者数に目を見張る減少が見られたにもかかわ
らず、新しく発見された患者の傾向においていかなる主たる変化も観察されなかった。
つい最近では、2015年の210,758人から2016年の214,783人へと新規患者が増加したこ
とが報告された13)。これは、多くのことを示唆している。すなわち
17．第⚑に、流行率はハンセン病の発生を完全に評価する上で信頼されえない。なぜな
ら、多剤併用療法が発見される以前は、患者は何年もの間、ときには死ぬまで治療を
受けなければならなかったからである。多剤併用療法が導入された後、治療期間は劇
的に減少した。2000年以降、そうした治療期間が、多菌型の患者にとっては12ヵ月そ
して少菌型の患者にとっては⚖ヵ月にまで減少することになった。少菌型の患者は⚑
年間に流行した記録に達することができず、記録されないままになる。そして、とり
わけ――ハンセン病患者の比率がより高くなるために好都合な条件を有し、よく組織
化された医療サービスが欠如している――低所得国において、新規患者を報告するさ
いに［実際の数と報告の数の間に］隔たりがある14)。
18．第⚒に、そのデータは、ハンセン病の感染を阻止するために更なる努力が必要であ
ることを示している。先述した専門家が欠如していること以外に、健康の社会的決定
要因と社会的包摂の開発に関する現在の討論に基づいてハンセン病を再構成すること
が必要である。ハンセン病の感染は、生物学的要素だけでなく、とりわけ、いままで
公衆衛生プログラムによって対応されてこなかった――衛生設備、清潔な水と教育を
含む――社会的決定要因にも依存する。
19．2016年に報告された214,783人の新規患者のなかで、124,37人が主に目に見える機
能障害をもつ第⚒級の障害者であることを示した。すでにのべたように、ハンセン病
によって引き起こされる機能障害は予防することができる［にもかかわらず］、それ
が発病することは、診断と質の高い治療、要するにすべての者が到達可能な最高水準
の健康を享受する基本的権利へのアクセスに遅れが生じていることを意味する。そう
した場合に、各国政府はそれらの権利を尊重し、保護し、充足する責務を果たさな
かったことになる。
20．2016年に報告された12,437人の第⚒級の障害をもつ新規患者のなかで、281人が機
13) 前掲。
14) Claudio Guedes Salgado and others, “Are leprosy case numbers reliable?”,
Lancet, vol. 18, No. 2 (February 2018), pp. 135-137.
― 109 ― (1257)
アリス・クルス「ハンセン病患者・回復者及びその家族に対する差別撤廃に関する国連特別報告者の報告書｣
能障害をもつ子どもであった。ハンセン病に起因する子どもの新規患者の比率は、す
べての新規患者のなかで――恥ずかしいほどの高い数字である――8.9％を示してい
る。これは、社会的脆弱性がハンセン病の感染と流行において重要な要素であること
を明らかにしている。さらに、女性のハンセン病患者に関して全般的に報告されてい
ないことは、大きな懸念として残されている15)。これは、女性の脆弱性そして多く
の場面、とりわけより貧困なコミュニティにおいて医療サービスにアクセスすること
ができないでいることを示している。ハンセン病の疫学は、国内と世界のいずれにお
いても社会的に弱い立場に置かれている集団に対して継続的に行われている人権侵害
と結びついている。
Ⅲ．隔離から人権までの長い道のり
Ａ．何千年に及ぶ人権の濫用と侵害
21．ハンセン病は、何千年のもあいだ、数え切れないほどの女性、男性そして子どもに
対する人権の濫用と侵害をともなってきた。しかし、それを人権侵害として認めるよ
うになったのは、最近のことである。
22．そうした人権侵害は、長い間、ハンセン病が――恐怖と拒絶という習慣的な反応を
刺激する――治癒することがでず、外見を損ない、障害を残す病気であったという事
実の帰結である、と主張する人もいる。
23．しかしながら、この種の機能的アプローチは、多くの社会がハンセン病を感染する
病気であると考えていなかったことを認めない16)。さらに、19世紀後半に、伝染病
理論がハンセン病の感染を説明する典型的モデルとなったときに、その理論はそれを
裏づけるいかなる証拠もなかった。しかし、ハンセン病患者は組織的に恥ずべきもの
であるとレッテルを貼られ、隔離された。したがって、機能的アプローチはつねに、
スティグマを付与され差別される人を非難することになり、他方で、スティグマを付
与し差別する人を問題視することはない。
24．宗教的およびイデオロギー的信念、文化的慣行と誤解は、さまざまな歴史的時代と
地域においてハンセン病患者に対する差別を支えることに寄与した要素である。一定
の文化規範は、ハンセン病が社会秩序にとって恥ずべきで有害であると考えるための
15) WHO, Weekly Epidemiological Record.
16) Silathan Sermrittirong and Wim H. Van Brakel, “Stigma in leprosy : concepts,
causes and determinants”, Leprosy Review, vol. 85, No. 1 (2014), pp. 36-47.
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好都合な条件を提供した17)。
25．ハンセン病は、社会的に恥ずべきで秩序を混乱させることを指し示す、したがって、
たんなる病気以上のなにものかを表すことを例示するようになった。それが罪深い行
為18)、規制されない態度19)、過去の罪に対する罰20)そして、とりわけ社会的に構築
された人種的劣等の思想21)に原因があるかどうかにかかわらず、それは、隔離され
なければならないあらゆることのための象徴、力強い隠喩となった。
26．ハンセン病患者・回復者は歴史的に、その市民的、政治的、経済的、社会的そして
文化的権利を奪われてきた。女性、男性そして子どものハンセン病患者・回復者は、
その尊厳だけでなく、その人間性の承認も否定されたし、引き続き多くの文脈におい
て否定されている。一般的にハンセン病患者が市民権をはく奪された経験をもつと言
われることは、偶然ではない。彼らは一貫して、言葉によるスティグマ付与、隔離、
家族からそして家庭内での分離、子どもからの分離、ケアの否定、生活手段の否定、
住居の否定、教育の否定、私有財産権の否定、婚姻の妨害、子どもをもつことの妨害、
移動の自由の制限、コミュニティ、公的そして政治的生活に参加する権利の否定、身
体的そして心理学的な虐待と暴力、強制収容、断種、制度的な沈黙と不可視化そして
歴史からの抹消、に従属させられてきた。
27．公的そして私的空間において隠喩としてハンセン病［という言葉］を使用すること
は、私たちを悩ませる。そうしたスティグマを付与する効果は、ハンセン病患者・回
17) Mary Douglas, “Witchcraft and leprosy : two strategies of exclusion”, Man, vol.
26 (1991), pp. 723-736.
18) Gilbert Lewis, “A lesson from Leviticus : leprosy”, Man, vol. 22, No. 4 (1987), pp.
593-612.
19) Emilio M. Férnandez, Fantasmas de la sociedad medieval : enfermedad, peste,
muerte (Valladolid, University of Valladolid, 2004).
20) Sermrittirong and Van Brakel, “Stigma in leprosy”.
21) Ron Edmond, Leprosy and Empire : A Medical and Cultural History
(Cambridge, Cambridge University Press, 2006); Zachary Gussow and George S.
Tracy, “The use of archival materials in the analysis and interpretation of field
data : a case study in the institutionalization of the myth of leprosy as ʻleperʼ”,
American Anthropologist, vol. 73, No. 3 (1971), pp. 695-709, and “The phenomenon
of leprosy stigma in the continental United States”, Leprosy Review, vol. 63 (1972),
pp. 85-93.
21) Gilbert Lewis, “A lesson from Leviticus : leprosy”, Man, vol. 22, No. 4 (1987), pp.
593-612.
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復者だけでなく、その家族の社会参加も制限する。しかし、それは、もはや存在しな
いもの、過去のもの、どこか遠くにあるもの、今もこれからも別世界にあるものとし
て想像されてきた。
28．ハンセン病患者・回復者及びその家族は引き続き、その家庭、コミュニティと社会
そして立法と司法機関において、終わりのないスティグマ付与と差別に直面している
のは、この文脈においてのことである。
29．ハンセン病の制圧はスティグマ付与と差別の問題を解決することであるという考え
方は、狭義のアプローチであり、スティグマ付与と差別だけでなく、歴史のダイナミ
ズムを限定的にしか理解しないことも示している、制圧された病気は再び現われうる
し、それによってスティグマ付与と差別も再び起きうる。これは、外国生まれのハン
セン病患者において再び現われ、専門家の不在によって診断が遅れてしまう諸国にお
いて見られる。そうした遅れは感染の連鎖を強化し、スティグマ付与と差別的慣行を
ともなう。
Ｂ．きわめて現代的な病気
30．ハンセン病は古来の病気であるというのは本当である。その病原体であるら
・
い
・
菌
・
は
古くから存在するだけでなく、それはほとんど変化してこなかった22)。しかしなが
ら、これは、ハンセン病が過去の病気である、あるいは過去からの残留物であること
を意味しない。
31．ハンセン病は、社会経済的、市民的そして政治的な脆弱性と緊密に結びついた現代
の病気である。過去30年もの間、その流行は劇的に減少したにもかかわらず、⒜相
当な懸念すべき発病率と伝染率、⒝高い比率の診断の遅れ、⒞未報告、そしてハン
セン病を診断し治療する専門家が不足していることによって、感染が増加するという
帰結となっている諸国における外国生まれの患者の増加のような、新しい課題の登場
が依然として存在する。
32．さらに、ハンセン病に対処する多くの法令が、現代において制定された。ハンセン
病を現代の社会的表象として考えることは、伝統的な神話、宗教的信念と伝染に関す
22) つぎのウェブサイトを参照。
https://1drv.ms/b/s!ApNa7GHD7siggvE3a-EjQN5N83XWQg
https://1drv.ms/b/s!ApNa7GHD7sighf4wL5kqb-xONmO2v
https://1drv.ms/b/s!ApNa7GHD7siggu1iUbSjy45Oq5CoRw.
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る現代的思考との間にある複雑な交差点に由来する。
33．19世紀後半まで、ハンセン病の原因は知られていなかった。ノルウェーのゲルハー
ル・アルマウェル・ハンセンが、その病原体として抗酸性で、桿状のら
・
い
・
菌
・
を確認し
たのは、1873年であった。この大発見によって、ハンセン病の医療化――これは、そ
れが道徳の要件から医療の要件へと転換されることである――が認められた。それは、
社会的経験と差別的慣行だけでなく、さまざまな国と公衆衛生の政策を生み出す転換
点からなる、ハンセン病の現代史も示した。
ハンセン病の現代史の第⚑期（1873―1948年）
34．ハンセン病の現代史の第⚑期は、1879年にヨーロッパの専門家と政府によるハンセ
ン病に対する合同の対応という結果に至る、ハンセンの発見から始まった。そうした
対応は、ハンセン病の感染メカニズムとして（物理的接触を通じて、とりわけ身体的
接触を通じて病気が拡大するものとして理解される）伝染に関する合意に基づいてい
た23)。しかしながら、そうした主張を支持する証拠はなかった、なぜなら、試験管
内あるいは前臨床試験でら
・
い
・
菌
・
を増殖することができなかったからである。「帝国の
危機｣24)としてハンセン病を記述することにそった、中心諸国のあいだに衛生地帯の
設置を要求する25)――ハンセン病が大規模に侵入することを防止するための26)――
そうした合意は、ハンセン病患者・回復者を隔離予防する必要性に関する一般的合
意に道を開いた。これによって、世界中でハンセン病療養所が設立されることになっ
た。1948年は、ハンセン病の専門家が強制収容政策を廃止した年を合図した27)。し
23) Mittheilungen und Verhandlungen der internationalem wissenschaftlichen.
Lepra-Conferenz zu Berlin im October 1897 (Berlin, Verlag von August
Hirschwald, 1898).
24) Tony Gould, A Disease Apart : Leprosy in the Modern World (New York, St.
Martinʼs Press, 2005).
25) S. Shubada Pandya, “The First International Leprosy Conference, Berlin, 1897 :
the politics of segregation”, História, Ciências, Saúde – Manguinhos, vol. 10, No. 1
(2003), pp. 161-177.
26) Zeferino Falcão, A lepra em Portugal (Lisbon, Royal Academy of Science, 1900).
27) International Leprosy Congress, Memoria del V Congreso Internacional de la
Lepra. Celebrado en la Habana, Cuba del 3 al 11 de Abril de 1948. Organizado
por el gobierno de la República de Cuba con la colaboración de la Asociación
Internacional de la Lepra (Havana, Editorial Cenit, 1949).
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かしながら、そうした政策は、一定の国において、20世紀後半まで続いた。さらに、
それは依然として一定の国内法に見出されうる。
35．何千ものハンセン病療養所が、19世紀の後半に世界中で設立された。その多くは、
ハンセン病患者・回復者を強制収容する国の政策を実施したものであり、他方で、そ
の他は、ハンセン病患者・回復者を社会の周縁的な立場に置いたことの帰結による非
公式な国の政策として現われた28)。
36. 隔離は――しばしば幼い頃から、家族とコミュニティから分離された――ハンセ
ン病患者・回復者の市民的および政治的権利を否定した。その同じ政策が、1923年に
はハンセン病患者・回復者の子どもにも適用された29)。子どもは生まれたときから
父母と強制的に離別させられ、その多くはコミュニティからも隔離された。予防のプ
ロパガンダを普及することは、ハンセン病患者・回復者と接触する危険性を一般市民
に警告することを目的とする、この政策の一部でもあった。1924年に、ハンセン病患
者・回復者の移動を制限し、諸外国への入国を禁止するさいに指導力を発揮すること
を緊急に要請する勧告が、新しく創設された国際連盟に送付された30)。
37．ハンセン病患者・回復者の隔離予防を支持する科学的証拠はまったくなかった。し
かしながら、そうした政策は広がった。すなわち、それは現代にハンセン病を「恐ろ
しい」病気として書き換え、世界の多くの場所でスティグマを普及した。現在の差別
的法令の多くは、この期間に制定された。
ハンセン病の現代史の第⚒期（1948―1981年）
38．ハンセン病の現代史の第⚒期は、1943年に、北米のガイ・ファジェットにより、長
期間の使用と深刻な医原性効果があるにもかかわらず、ハンセン病の治癒にある程度
まで妥当な効果がある医薬品が発見されたことに始まる31)。ハンセン病を治癒する
28) 依然として、何千ものハンセン病コロニーが世界中に存在する。ハンセン病患
者・回復者の多くは、その子どもと孫も同じく、いまだにこれらのコロニーで生活
している。
29) Émile Marchoux, III Conférence Internationale de la Lèpre. Strasbourg, 28 au
31 juillet 1923 : communications et débats (Paris, Baillière et fils, 1924).
30) 前掲。
31) G.H. Faget and others, “La prominoterapia de la lepra : estudios en progreso”,
International Journal of Leprosy and other Mycobacterial Diseases, vol. 11, No. 1
(1943), pp. 52-62.
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ダプソンの有効性は、強制収容政策から一般的医療サービスに分散する政策へと移行
する結果をもたらした。世界保健機関が、国際児童基金からの資金によってハンセン
病の根絶といわれたことに指導力を発揮したのは32)、この期間である33)。この新し
い政策は、差別的法令がハンセン病の根絶にとって障壁であると主張することで、そ
うした法令を改正するよう各国政府にも要請した34)。ハンセン病患者・回復者の尊
厳と権利の承認を要求する最初の呼びかけが、ハンセン病コロニーから現われたのは、
この期間であった。そうした努力が認められるのに、半世紀以上かかった。しかしな
がら、プライマリ・ヘルスケアに関する国際会議（1978年、アルマータ）の精神を尊
重して、ハンセン病は健康に対する権利に基づいて、次第に再構成された。
ハンセン病の現代史の第⚓期（1981―2010年）
39．ハンセン病の現代史の第⚓期は、シェパードが試験管内でら
・
い
・
菌
・
の増殖を可能にす
る技術を発見したことから始まった35)。この技術は、ダプソンに対して一次抵抗が
あることを証明した。ダプソンに対する一次抵抗がハンセン病プログラム全体を危険
にさらしうるので、1981年に、世界保健機関の専門家は、多剤併用体制（すべての患
者に対してはダプソンと――結核に効く強力な医薬品である――リファンピシン、多
菌性患者にはクロファジミンを付け足す）を開発した。
40．1986年以降、多剤併用療法の配布を拡充するために多大な努力がなされた。1986年
から1990年までの間、多剤併用療法を使用する範囲は、⚑％から40％にまで増加し
た36)。1991年に、世界保健総会は、2000年に（人口⚑万人あたり⚑人未満の患者数
32) WHO, “Editorial : information and comments on development of international
leprosy activities”, WHO Chronicle, vol. 14, No.1 (1960), pp.3-39.
33) Michel F. Lechat, “The saga of dapsone”, in Multidrug Therapy against
Leprosy : Development and Implementation over the Past 25 years, H. Sansarricq,
ed. (Geneva, WHO, 2004), pp. 1-7.
34) Frans Hemerijckx, “Social aspects of leprosy problem with reference to
countries with high leprosy endemicity : epidemiology and control of leprosy”, in
Transactions of the VIIth International Congress of Leprology. Tokyo, November
1958. Held Under the Joint Sponsorship of the International Leprosy Association ;
Tofu Kyokay (Japanese Leprosy Foundation) (Tokyo, Tofu Kyokai, 1959), pp.
442-447.
35) Lechat, “The saga of dapsone”, pp. 1-7.
36) D. Daumerie, “Implementation of MDT : successive steps”, in Multidrug →
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として定義される）公衆衛生上の問題としてのハンセン病の制圧のための決議
（WHA44.9）を採択した。2000年末までに、世界中のハンセン病患者数は、人口⚑万
人あたり⚑人未満にまで減少した。2001年⚕月に、世界保健機関は、公衆衛生上の問
題としてのハンセン病が世界中で制圧されたことを宣言した37)。これは、すべての
ハンセン病コミュニティが、多剤併用療法の大規模な配布はハンセン病だけでなく、
それにともなうスティグマ付与と差別をも制圧するだろうと信じる、大いなる希望の
時であった。
41．しかしながら、そうしたハンセン病の普及に関する素晴らしい結果にもかかわらず、
新規患者の感染と発見に関する趨勢は、期待されたほどではなかった。ハンセン病の
発生は、医薬品で対処する（pharmaceuticalized)38)アプローチ以上のことを要請す
る、健康の社会的決定要因と結びついていることが、ますます明らかとなった。さら
に、スティグマ付与と差別は、ハンセン病患者・回復者から市民的、政治的、経済的、
社会的そして文化的権利の完全な享受だけでなく、診断と治療をも妨げた。
42．そのように、21世紀の最初の10年間、重要なステークホルダーのあいだで（すでに、
1984年初頭にニューデリーでハンセン病の専門家によって明確に指摘されていた)39)
診断と治療に対する障壁としてのスティグマ付与と差別によって果たされた役割につ
いての意識が向上した。その結果、この世紀の最初は、その証拠によって生物社会学
的現象としてハンセン病にアプローチすることが求められる10年となった。ハンセン
病が引き続き医学的そして社会的問題であるという認識は――ハンセン病プログラム
によって依然として巧みに構成され、実践されなければならない――多部門連携アプ
ローチを要請した。
43．21世紀の最初の10年は、ふたつの歴史的な成功で終わった。第⚑に、2010年、世界
→ Therapy against Leprosy : Development and Implementation over the Past 25
years, H. Sansarricq, ed. (Geneva, WHO, 2004), pp. 45-67.
37) H. Sansarricq, “The study group”, Multidrug Therapy against Leprosy :
Development and Implementation over the Past 25 years, H. Sansarricq, ed.
(Geneva, WHO, 2004), pp. 31-44.
38) João Biehl, Will to Live : AIDS Therapies and the Politics of Survival (Princeton
and Oxford, Princeton University Press, 2007).
39) D.S. Chaudhury, “Global leprosy control : impact of new ideas and priorities”, in
XII International Leprosy Congress. Proceedings (New Delhi, Printaid, 1984), pp.
858-860.
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保健機関は、ハンセン病患者・回復者を力強い変革の主体として認め、ハンセン病
サービスにおいてハンセン病患者・回復者の参加を強化するガイドラインを導入した。
第⚒に、国連総会は、ハンセン病患者・回復者及びその家族に対する差別撤廃に関す
る決議 65／215 を採択し、人権理事会諮問委員会によって作成されたハンセン病患
者・回復者及びその家族に対する差別撤廃のための原則及びガイドラインに留意した。
これは、世界中で、深い根をもつ人権問題としてハンセン病を認識する初めての瞬間
であった。
44．公衆衛生上の問題としてハンセン病が制圧された後、無視され忘れ去られた病気と
してハンセン病の地位が固定化された。そのように、21世紀の初めは、その病気を診
断し治療する専門家が不足していること対する警鐘、そして病気の医学と社会いずれ
の側面にも対処するためだけでなく、基礎的、臨床的および操作的な研究を行うため
の資金の減少によって特徴づけられる。
Ｃ．スティグマ付与と差別の医療化の失敗
ハンセン病に関連する差別を再社会化する
45．21世紀の第⚒の10年は、スティグマ付与と差別の医療化（それは、その病気につい
ての医療措置の利用可能性と医学知識の普及が、スティグマ付与と差別を撤廃するだ
ろうという思想と言われる）が、ハンセン病患者・回復者に対して歴史的、社会的、
政治的、経済的そして文化的に根づいた差別を撤廃するためには十分ではないことが
認識されることによって特徴づけられた。そうした差別は、国が提供する財とサービ
スに対する不平等な機会とアクセス、コミュニティ、社会的および家族生活からの隔
離を組織的に再生産し、ハンセン病患者・回復者にとてつもない苦難と困窮をもたら
してきた。
46．健康だけに関連するものとして狭く表現されるスティグマに関して行なわれる医療
上の介入は、そのほとんどが［スティグマが付与される心理的要因だけに着目して、
社会構造的要因を無視する］「慎みのない因果関係の主張｣40)にしたがい、証拠に基
づいていない。それらの介入も、スティグマがもつ複合的な側面を把握できない方法
で問題を区分する。ハンセン病患者・回復者の生活とハンセン病に対する一般市民の
40) A. Castro and P. Farmer, “Understanding and addressing AIDS-related stigma :
from anthropological theory to clinical practice in Haiti”, American Journal of
Public Health, vol. 95, No. 1 (2005), pp. 53-59.
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印象に関して、多剤併用療法がなしとげた画期的な効果は無視しえないとはいえ、差
別は引き続き残っている。
47．ハンセン病を理由とするスティグマ付与と差別は、社会、経済、政治そして文化が
相互に依存し合う問題として再社会化され41)、文脈化され、アプローチされなけれ
ばならない。スティグマ付与と差別は相互に補強し合っている。付与されたスティグ
マは差別を生み出し、逆に、差別はスティグマ付与を強化する。それは、ハンセン病
患者・回復者を不利益が悪循環する立場に追いやる。
48．ハンセン病はどのようにしてその他の社会的脆弱性と交差するのかを分析すること
が必要である。ハンセン病に関連するスティグマ付与は、社会において平等な立場で
参加することからハンセン病患者・回復者を歴史的に排除してきた不均衡と不平等と
いう氷山の一角42)でしかない。ハンセン病を理由とする差別は複合的であり、社会
的脆弱性と直接的に比例する。
49．しかしながら、現在、ハンセン病患者・回復者に対する制度的そして構造的な差別
が存続することを認識しているにもかかわらず、差別を評価する既存の指標は、ほと
んど医学モデルに基づいている。障害の社会モデルによって達成された進捗状況の視
点から、ハンセン病患者・回復者を完全に社会に包摂するため、社会がどのようにし
て障壁を組み立てているのか、そしてそれらと同じ障壁はどのようにして壊されうる
のかを確認することがきるかもしれない、新しい方法を開発することが重要である。
50．ハンセン病を理由とする差別は、社会的、経済的、政治的そして文化的な文脈にお
いて制度化され、広く知れ渡り、医原性であり、原因があり、重層化され、そして理
解されなければならない。効果的な方法で差別に対応するために、それが起きて現わ
れる社会的局面を確認する必要がある。ハンセン病を理由とする差別は、つぎに掲げ
る局面で見出されうる。すなわち、⒜（法律、法律学そして公共政策における）国の
マクロレベル、⒝財そして医療サービス、教育、労働の機会と規制のような、サー
ビスという国の中間レベル、そして ⒞コミュニティの生活および／または家族とい
うミクロレベルである。
41) Richard Parker and Peter Aggleton, “HIV and AIDS-related stigma and
discrimination : a conceptual framework and implications for action”, Social
Science and Medicine, vol. 57, No. 1 (2003), pp. 13-24.
42) Castro and Farmer, “Understanding and addressing AIDS-related stigma”, pp.
53-59.
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制度化されたおよび構造的な差別
51．法解釈学だけでは、成文法と法の実践との間にある隔たりを認識できなかった。差
別的な法律と政策は、ハンセン病患者・回復者を排除するための原因であるだけでな
く、到達可能な最高水準の健康、教育そして正義のような、すでに認められている権
利を効果的に実施できないことの理由でもある。権利の享受にアクセスすることは、
教育水準、公式な労働市場への参加あるいはそこからの排除、ジェンダー不平等そし
て人種差別のような、制度外の要素に依存する。ハンセン病患者・回復者は一般的に
社会的に弱い立場に置かれていることを考えると、成文法と法の実践との間にある隔
たりは、大幅に拡大される。
52．ハンセン病患者・回復者を差別する法律は、依然として世界の多くの場所に存在す
る。これらの法律は、国際人権基準、とりわけ世界人権宣言、国際人権規約そしてそ
れに続く人権文書で定められる非差別の原則を無視し、軽蔑している。
53．2016年に、⚙ヵ国が、ハンセン病患者・回復者に対する差別法が存在することを世
界保健機関に報告した43)。反ハンセン病国際連盟によって実施された調査は、隔離、
入国、婚姻、投票、公共交通、雇用と住居、そして市民的、政治的、経済的、社会的
および文化的権利の侵害を取り扱う、差別法をもつ国が20ヵ国以上あることを確認し
た。その調査によると、そうした差別的であると確認された法律の50％は、依然とし
て機能しており、および／または放置されたままであり、そして⚘％だけが検討中で
ある。それらの法律の52％はアジア地域、続いて⚘％はヨーロッパと北米、⚗％がア
フリカ、そして⚒％がオセアニアで見られた。そうした法律は、つぎのような事項に
かかわる。すなわち、隔離（29％）、入国（16％）、婚姻と離婚（10％）、雇用と投票
（⚖％）、公共交通（⚕％）、そして住居（⚒％）である。これらの法律の多くは、19
世紀後半と20世紀初期にまで溯るが、なかには20世紀後半と21世紀の最初の10年と
いった最近のものもある44)。
54．ハンセン病患者・回復者及びその家族に対する差別撤廃のための原則及びガイドラ
インの実施に関する進捗報告書45)を諮問委員会に提出した起草グループは、さまざ
43) WHO, Weekly Epidemiological Record.
44) つぎのウェブサイトを参照。https://www.ilepfederation.org/wp-content/uploa
ds/2017/03/Table-discriminatory-laws-2March2017.pdf.
45) つぎのウェブサイトから利用可能。www.ohchr.org/EN/HRBodies/HRC/Advi
soryCommittee/Pages/Leprosy.aspx
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まな国においてなされた原則及びガイドラインの実施を評価するために、差別的な法
律と慣行を調査する努力を行った。しかしながら、その報告書は、ハンセン病が流行
している諸国からの情報に関して存在する大きな隔たりの上に成り立っている、なぜ
なら、大多数の回答はハンセン病が主たる問題ではない諸国からのものだったからで
ある。起草グループは、差別的な法律と政策が依然として多くの国で存在し、ハンセ
ン病患者・回復者から基本的な市民的および政治的権利を奪っていることを認識して
いる。起草グループは、積極的な変化をもたらすために、前述の法律と政策を全般的
にいっそう見直すことが望ましいことも主張している。そうした問題は、おそらくハ
ンセン病が流行している諸国に限られるのではなく、ハンセン病が過去の病気である
と考えられている諸国でも見出されうる、とさらに続けて言う。起草グループは、強
い社会的な性差別によるハンセン病を理由とする離婚、あるいはとりわけ、子どもの
ハンセン病患者・回復者が学校と教育にアクセスすることを拒否するような、ハンセ
ン病患者・回復者の経済的、社会的および文化的権利の享受を妨げる差別的慣行を確
認している。最後に、起草グループは、原則及びガイドラインを実施するための国内
計画がこれから先も策定されなければならないと判断している。すなわち、現行の実
施水準は依然として満足のいくものではない。
55．法律、法律学そして公共政策に加えて、差別は、一定の諸国の行政行為、とりわけ
医療サービス、教育そして、職場、婚姻およびコミュニティと家族生活のような、制
度外の場面にまで及ぶ、公的給付において実際に存在する。ハンセン病患者・回復者
に対する差別は、きわめて広く行き渡っているので、食べ物、場所および家事と仕事
の対象の分離の強制、そして――社会化と相互承認において利用される最も基本的な
人間の感覚のひとつである――ハンセン病患者・回復者との触れ合いを排除する、排
他的な対人関係において目に見える形となる。この重層的差別はしばしば、精神疾患
だけではなく、深刻な絶望をもたらし、その結果として自己隔離と自己排除が起きる
確率が高くなる46)。
56．ハンセン病患者・回復者だけがスティグマを付与され差別されるのではなく、その
家族も同様に縁者のスティグマ（courtesy stigma）による影響を受ける。たとえ縁
者のスティグマが介護者にも影響を及ぼすことができるとしても47)、最悪の差別を
46) つぎのウェブサイトを参照。https://www.ilepfederation.org/news-item/why-we-
must-talk-about-leprosy-stigma-and-mental-health/
47) M. Dako-Gyeke, “Courtesy stigma : a concealed consternation among caregivers →
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まともに受けるのは、ハンセン病患者・回復者の家族である。多くの社会的そして文
化的な文脈において、すべての家族は差別されスティグマを付与され、差別は⚒世代
あるいは⚓世代にさえ影響を及ぼすことができる。
Ⅳ．任務の構成
Ａ．背 景
57．2010年に、国連総会は、画期的な動きとして、決議 65／215 を採択し、ハンセン病
患者・回復者及びその家族に対する差別撤廃のための原則及びガイドラインに留意し
た。そうすることで、その決議は、ハンセン病を人権問題として設定し、ハンセン病
患者・回復者及びその家族が尊厳をもつ個人として取り扱われなければならず、そし
て国際慣習法、関連する規約および国内の憲法と法律に基づくすべての人権と基本的
自由に対する権利を有することを強調した。
58．その決議と原則及びガイドラインは、報告書と一連の原則及びガイドラインの起草
案が由来する、人権理事会決議 8／13 と 12／7 によって事前に決議されていた。決議
15／10 において、人権理事会は、一連の原則及びガイドラインの見解に留意し、必
要に応じて、ハンセン病患者・回復者及びその家族に対する差別撤廃の問題を検討す
るよう国連総会に要請した。
59．2015年⚖月、人権理事会は決議 29／5 を採択し、原則及びガイドラインの実施を審
査する研究を行い、原則及びガイドラインの広範な普及とより効果的な実施のための
実務的な勧告を含む報告書を提出するよう、人権理事会諮問委員会に委任した。
60．その進捗報告書は、ハンセン病が流行している諸国における原則及びガイドライン
の実施を適切に評価することができなかったものの、他方において、進捗状況を監視
し、報告し、原則及びガイドラインで定められた内容にそくして行動するよう各国政
府とその他の関連するアクターに推奨するため、国連システム内にフォローアップ・
メカニズムを創設することを勧告した。
61．2017年⚖月、人権理事会は決議 35／9 を採択し、ハンセン病患者・回復者及びその
家族に対する差別撤廃に関する特別報告者の任務を創設した。それは、その任務を遂
行するにあたり、特別報告者と協力するよう各国政府とすべての関連するステークホ
ルダーに要請した。それは、その任務を効果的に実施するための手段を提供するよう、
→ of people affected by leprosy”, Social Science and Medicine (January 2018), pp.
190-196.
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国連事務総長と国連人権高等弁務官にも要請した。最後に、それは、非政府組織だけ
でなく、各国政府と関連する国際機関と協働して、原則及びガイドラインを幅広く普
及するために――ハンセン病患者・回復者が実際に影響を及ぼすことができるような
形式の参加も確保する――ハンセン病に関連する差別についてのセミナーを開催する
よう、人権高等弁務官と特別報告者に推奨した。
Ｂ．任 務
62．人権理事会は、つぎに掲げる任務をもつ⚓年を任期とする特別報告者の任命を決定
した。すなわち
⒜ 世界のすべての地域でハンセン病患者・回復者及びその家族による人権の享受を
実現するため、ハンセン病患者・回復者及びその家族に対する差別撤廃のための原
則及びガイドラインの効果的な実施に対して各国政府によってなされた進捗状況と
取られた措置に関してフォローアップし報告すること、そしてこの点に関して人権
理事会に勧告すること、
⒝ ハンセン病患者・回復者及びその家族の権利の実現、そしてハンセン病のない世
界を達成するために、社会の対等な構成員として彼らが社会参加することに関する
グッド・プラクティスを確認し、意見を交換し、促進するため、各国政府そして国
連機関、専門機関、基金と計画、とりわけ世界保健機関、その他の政府間組織、地
域的人権機構、国内人権機関と非政府組織を含む、その他の関連するステークホル
ダーとの対話と協議にかかわること、
⒞ ハンセン病患者・回復者及びその家族の権利について意識を向上すること、そし
て人権と基本的自由を享受することおよび他の者と対等な立場で社会参加すること
を妨げるスティグマ、偏見そして有害な伝統および慣行と闘うこと、
⒟ 第38会期をはじめとして、人権理事会に毎年報告すること。
63．特別報告者は、複合的な差別と人権侵害を経験する周縁化されほとんど社会から忘
れ去られた人びとに対処する上で、重要な画期的出来事としてその任務を創設してい
ただいたことを高く評価する。人権理事会の内部で決議された新しい任務として、特
別報告者は、ハンセン病患者・回復者及びその家族の権利の発展に効果的に寄与する
ことがきる重要な領域を確認するつもりである。任務によって割り当てられた義務と
責任を効果的に実施するため、特別報告者は、各国政府、仲間そしてその他のステー
クホルダー、とりわけ市民社会とハンセン病患者・回復者団体の支援に頼らなければ
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ならない。
Ｃ．展 望
交差性とアファーマティブ・アクション
64．ハンセン病に関連する差別は複合的かつ重層的であり、ハンセン病は抑圧、周縁化、
排除そして人権侵害を受けやすいその他のアイデンティティのラベルと一般的に交差
することを示す十分な証拠がある。とりわけ、ハンセン病とより頻繁に交差する社会
的条件とアイデンティティは、ジェンダー、エスニシティおよび／または人種、年齢、
障害、移民、そして貧困である。
65．事実、交差性は、ハンセン病に関連する差別をより深く理解するために重要である。
概念としての交差性は、フェミニストの理論と政治に由来する。その起源は、ジェン
ダーと人種を同時に包含する分析を通じて、黒人女性の差別を理解する必要があった
ことに由来する。交差性は、付加的なアプローチではない。したがって、さまざまな
カテゴリーが集まっているのではなく、その背景に特定の支配システムをつねにもつ
ダイナミックな方法において相互に関係し合っている48)。これは、交差性が特定の
歴史的文脈において、明確に異なった方向性をもつ軸が交差することによって生まれ
る巨大な効果を表すことを意味する。それは、さまざまな社会生活の諸側面が、純粋
な現象へと人為的に分離されえないことをも示している49)。実際に、これは、ハン
セン病患者・回復者に関連する差別が、彼または彼女の社会的地位と資本にしたがっ
て、さまざまな方法でその人に影響を及ぼすことを意味する。
66．その他の抑圧や暴力という社会的現象とハンセン病の交差性を認識するアプローチ
に基づいて、ハンセン病に関連する差別と闘うことは、社会的な不均衡、不平等そし
て不正義というより広い全体像のなかにハンセン病を曖昧にすることを意味するので
はない。その反対に、そのことは差別を増加させ、彼らの不可視化に寄与することで
ハンセン病患者・回復者及びその家族によって経験される構造的暴力を強化するだけ
だろう。
67．その他の抑圧や暴力という社会的現象とハンセン病の交差性を認識するアプローチ
48) Patricia Hill Collins, Black Feminist Thought : Knowledge, Consciousness, and
the Politics of Empowerment (Boston, Unwin Hyman, 1990).
49) Avtar Brah and Ann Phoenix, “Ainʼt I a woman? Revisiting intersectionality”,
Journal of International Womenʼs Studies, vol. 5, No. 3 (2004), pp. 75-86.
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に基づいて、ハンセン病に関連する差別と闘うことは、より深い分析と知識を生産し、
社会的および文化的環境に関する解釈を文脈化し、より正確で効果的な手段を開発す
ることを意味する。交差性は分析のために重要であるが、行動のために行う対応はそ
の他の手段によってもたらさなければならない、
68．ハンセン病患者・回復者及びその家族に対する複合的かつ重層的な差別を考えると、
開発および改善されなければならないより重要な手段のひとつは、ハンセン病患者・
回復者に対して、機会［の平等］だけでなく、結果［の平等］も設定し［双方の］関
係に均衡をとるための、アファーマティブ・アクションである。
69．事実、法律における形式的平等は、特定の集団が経験し闘うさまざまな条件を認識
することができない場合、ますます不平等、周縁化そして不可視化をもたらしうる。
そうした差異を認めることから、法の下の平等の法解釈学あるいは形式的分析を超え
る、社会的な現実と慣行を実質的に分析することを目指す、実質的平等の概念が生ま
れた50)。
70．実質的平等を生み出すことができるいくつかの手段のひとつが、構造的に不利益な
立場に置かれている特定の社会集団を保護し支援することによって、機会および／ま
たは結果の平等を可能にする、そして現実の効果的な平等の達成にとっての障壁を撤
廃することを認める仕組みと政策の策定を意味する、アファーマティブ・アクション
である51)。アファーマティブ・アクションの措置は多数の形態をとることができる
し、またハンセン病患者・回復者及びその家族に対する構造的差別に対処するための
利用方法、指標および目標は、それを実施する文脈にも依存しなければならない。
脆弱性と交差性
71．前章で詳しくのべたように、ハンセン病は過去からの残余物ではない。その反対に、
ハンセン病は構造的な脆弱性と密接に結びつく現代の病気である。ハンセン病患者・
50) Roxana Arroyo Vargas, “Igualdad un largo camino para las mujeres”, in
Igualdad y no discriminación, el reto de la diversidad, Danilo Caicedo Tapia and
Angélica Porras Velasco, eds. (Quito, Ministry of Justice, Human Rights and
Religious Affairs, 2010), pp. 421-447.
51) Judith Salgado Álvarez, “Lidiando con la diferencia. Respuestas desde la justicia
constitucional ecuatoriana y colombiana”, in Igualdad y no discriminación, el reto
de la diversidad, Danilo Caicedo Tapia and Angélica Porras Velasco (Quito,
Ministry of Justice, Human Rights and Religious Affairs, 2010), pp. 483-546.
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回復者の生活に及ぼすハンセン病の影響は依然として過酷であり、つぎに掲げる事項
を確保する各国政府の能力に依存する。すなわち、⒜機能的な、そして文化および
ジェンダーの差異に配慮した医療サービスへのアクセス、⒝早期診断、⒞治療中と
治療後の質の高い医療ケア、そして ⒟（ジェンダー、教育、住居、労働そしてとり
わけ、障害に関する）ハンセン病患者・回復者の特定のニーズに適合する社会政策と
それらへのアクセス、である。これは、ハンセン病患者・回復者の生活に及ぼすハン
セン病の影響が、彼らの脆弱性と回復力に比例することを意味する。
72．脆弱性の概念は、あらゆる危険を予期し、それに対処および抵抗し、そこから回復
する個人あるいは集団の能力が低下することをさす。人びとが危険にさらされる度合
いは異なり、ハンセン病に関連する差別は間違いなく、脆弱性を増大する要素である。
また一方で、脆弱性はハンセン病患者・回復者の生活に及ぼす影響も増大する。
73．脆弱性は、人びとの集団の存在論的側面としてではなく、政治的、経済的、社会的
そして文化的条件として理解されなければならない。言い換えると、脆弱性の分析は、
危険に対処する個人あるいは集団の能力を低下する諸条件を――彼らがきわめて限ら
れた選択肢と資源しか持たないにもかかわらず――個人と集団が危険に抵抗する複雑
で創造的な方法と区別しなければならない。
74．ハンセン病患者・回復者は脆弱性という条件の下で生活することができるけれども、
彼らはそれらと同じ条件に直面するさいに行為主体ではない者と見なされてはならな
い。事実、脆弱性に取り組む政策は、それによって個人と集団が脆弱性に直面するさ
いに対処する方法を考慮しなければならない。
75．このように言い、そしてハンセン病の影響とハンセン病に関連する差別は、ハンセ
ン病患者・回復者によって経験される脆弱性の度合いと比例することを再確認したの
で、脆弱性を評価する手段としてそれに取り組む手段を開発することは必須である。
76．ひとつの重要な手段は、持続可能な開発目標によって提供された枠組みである。そ
うした枠組みは、効率性、有効性と効果性を促進するだけでなく、行動の二重性を避
けることができる多部門連携ガバナンスを開発するさいに大いに役立つ。事実、貧困、
よき健康と幸福、教育、ジェンダー、清潔な水と衛生設備、働きがいのある人間らし
い仕事（ディーセント・ワーク）と経済成長、格差の是正、そして持続可能な都市と
コミュニティのような、その目標によって概要が示された行動分野の多くは、ハンセ
ン病に関連する脆弱性および差別と闘うさいに重要である。
77．多部門連携は、ハンセン病とハンセン病に関連する差別に対する脆弱性を是正する
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さいに重要である。さらに、多部門連携アプローチを強化するために、原則及びガイ
ドラインの実施は、「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」と連携しなければな
らない。
78．歴史的に、ハンセン病は排除の象徴となった。しかしながら、国連によってハンセ
ン病が人権問題として承認されたことにより、その暗黒の歴史の章は幕を閉じた。そ
うした承認は、社会的包摂と参加を擁護するだろう。分野を横断する問題であること
によって、ハンセン病は、持続可能な開発を達成するためのモデル、そして人権を補
強する象徴として利用されうる。とりわけ、国際共同体、市民社会そしてその他の関
連するステークホルダーは、個々のハンセン病患者・回復者及びその家族に対して
「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」をしっかりと確保する責務がある。2030
年までに、ハンセン病患者・回復者及びその家族が取り残されてしまうようなことが
なければ、その大多数の人びとに影響を及ぼす社会的排除と不可視化という長年の懸
案は対処されるだろう。
社会参加と素人の知識
79．社会参加は、長年にわたるハンセン病に関連する差別の撤廃とハンセン病患者・回
復者及びその家族の持続可能な包摂のために重要である。
80．社会参加は多次元的であり、とりわけ、代表制民主主義（選挙権、被選挙権そして
公務就任権）、参加型民主主義（政策決定過程における精査、執行、達成、監視そし
て説明責任）、非政府組織とコミュニティ（意思決定過程）そして知識共同体（知識
の生産への参加）の要素を含める。
81．したがって、社会参加は国のマクロな空間に制限されない。それはすべての人権と
も相互に関係する。なぜなら、自由、労働、健康、教育に対する権利、尊厳のある生
活、とりわけ表現と情報の自由を享受することがなければ、社会全体に参加すること
ができないからである。人権が充足されなければ、社会参加はたんに形式的なものに
なる。逆に、社会参加がなければ、人権は疑わしいものとなる。
82．本報告書の目的にとって、社会参加は、つぎに掲げるようなものとして理解される。
すなわち、⒜社会参加する平等な機会そして市民的、政治的、経済的、社会的およ
び文化的権利そして、適用可能であれば、集団的権利52)の享受、⒝（科学的調査、公
52) たとえば、記憶の権利は、家族、コミュニティそして社会から強制隔離された、
ハンセン病患者・回復者の集団的権利として取り扱われる義務を有する。
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衆衛生プログラム、医療サービス、政策立案そして集団組織のような）ハンセン病患
者・回復者及びその家族の生活に影響を及ぼしうるすべての意思決定過程に参加する
権利、そして ⒞ハンセン病患者・回復者及びその家族の生活に影響を及ぼしうる公
共政策の精査、監視、評価そして説明責任のメカニズムに参加する権利、である。
83．意思決定過程に参加することは権利であるだけではなく、それは、より効果的な問
題への対応を生み出すためにもきわめて重要である。ハンセン病患者・回復者は、科
学や国によって生産される知識とは異なる、状況化された知識（situated knowledge）
を開発する。科学や国の管理とは異なり、素人の知識は生活をさまざまな分野に分け
ない。その代わりに、それは歴史、社会、文化、病気の原因と病気のあいだを統合す
ることができる。そのように、それはとりわけ、ハンセン病と社会的要素とのあいだ
の複雑な交差点を正確に概説する、新しくて大いに必要とされる全体の配置図を作成
するさいに役立つ。コミュニティに近づくことによって、ハンセン病関係組織は、国
の調査においてしばしば不可視される、ハンセン病患者・回復者の困難とニーズをじ
かに知る。そのように、彼らは健康と平等の統計に関する専門家である。そのような
状況化された知識は、民間で伝承されてきた疫学（popular epidemiology）によって
示されるような、もうひとつの証拠を生み出す。状況化された知識は、評価と説明責
任にとっても重要である。最後に、ハンセン病患者・回復者組織の素人の知識は、科
学的調査と政策立案を策定するさいに考慮されなければならない。
84．社会参加は、公的生活において積極的に声をあげる権利も意味する。したがって、
ハンセン病患者・回復者組織を強化することは、そうした人びと及びその家族が公共
空間において自分たちを代表することができるようにするうえで、きわめて重要であ
る。その組織は、ハンセン病患者・回復者のあいだに肯定的なアイデンティティも促
進する。肯定的なアイデンティティをもつことによって、人びとはその境遇を変えは
じめ、彼らは効果的な方法でそれらを行なおうとする。それは、その病気に対する一
般市民の見方を変える方向だけでなく、権利と尊厳についての意識向上に向けて大い
に寄与する。最後に、そうした公共生活に参加することは、拒絶という自動的な社会
的対応が、［同じ人間としてもつ］類似点への共感的な理解――これは平等の承認で
ある――に取って代わられるという、構造的変化を達成するうえで重要である。これ
は、アファーマティブ・アクションと多部門連携のガバナンスが、ハンセン病に関連
するスティグマ付与と差別を撤廃するさいに、なぜハンセン病患者・回復者が主役と
なるような方法で内在する能力を発揮させうるし、その長期間にわたる持続可能性を
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確保する条件を構築するのかという理由である。
Ｄ．方 法 論
85．任務を遂行するにあたり、つぎに掲げる方法論が特別報告者の作業にとって中心と
なるだろう。
原 則
86．市民の関与。特別報告者は、各国政府、国連機関、基金と計画、市民社会組織そし
てハンセン病患者・回復者及びその家族とその代表組織を含む、その他の関連する
パートナーとかかわり、定期的な対話の場を設ける。
87．参加。公開、協議そして参加は、引き続き特別報告者の作業を推進する原則であり、
その作業において現地アクター、市民社会、活動家そしてハンセン病患者・回復者組
織と積極的にかかわる。
88．包摂性。特別報告者は、包摂的な態度で作業し、ハンセン病に関連する差別に対し
てより脆弱でありうる集団、とりわけ女性、子どもそしてハンセン病にともなう障害
をもつ者に注意を払う。
作 業 方 法
89．年次報告書。決議 35／9 による任務として、特別報告者は、その任務とテーマ別問
題を遂行するために行った活動に関して、人権理事会に年次報告書を提出する。
90．関係国の訪問。政府の招待により、特別報告者は関係国を訪問し、原則及びガイド
ラインの実施、グッド・プラクティスの確認そして政策立案と能力向上に関する技術
的な助言の提供に関して関係国にかかわる。
91．コミュニケーション。特別報告者は、各国政府を含む、関連するステークホルダー
と会合を行い、要望を出し、そして情報を交換する。
92．グッド・プラクティスの確認と普及。特別報告者は、ハンセン病患者・回復者及び
その家族に対するスティグマ付与と差別の撤廃そして基本的人権と社会的包摂の保障
におけるグッド・プラクティスの確認と推進に関して、各国政府およびその他のス
テークホルダーと協議する。
93．協力関係の構築。特別報告者は、世界中で人権を促進するさいに国連人権条約機関、
特別手続きの任務保持者そして普遍的定期審査が果たす重要な役割を認識しており、
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その作業においてハンセン病を可視化するために協力関係を構築する。特別報告者は、
ハンセン病患者・回復者及びその家族の権利に関する意識向上を促進し、人権と基本
的自由の享受を妨げるスティグマ付与、偏見および有害な慣行と信念と闘うために、
関連するアクターおよびステークホルダーと協働する。
Ｅ．人権の文書と基準
ハンセン病患者・回復者及びその家族に対する差別撤廃のための原則及びガイドライン
94．決議 35／9 において、人権理事会は、ハンセン病患者・回復者及びその家族の基本
的人権を承認する、原則及びガイドラインの効果的な実施を監視するよう、特別報告
者に任務を与えた。原則及びガイドラインは、ハンセン病患者・回復者及びその家族
のすべての人権の完全な実現を促進し、保護し、確保するよう、各国政府に推奨して
いる。
95．原則及びガイドラインは法的拘束力があるわけではないけれども、他方で、それら
は人権基準にそっており、世界人権宣言とその他の人権文書で定められる中核的要素
である非差別の原則を補強する。原則及びガイドラインは、ハンセン病患者・回復者
及びその家族の人権を保護し、促進し、確保することだけでなく、彼らに対する差別
を禁止する義務と責任を考慮するよう各国政府に要請する基準も提供している。さら
に、原則及びガイドラインの内容は、その精神を人権条約の規定から引き出している。
96．ハンセン病が分野を横断する性格を有していることを考えると、特別報告者の作業
は、関連する条約、とりわけ、つぎの条約によって対処されるだろう。すなわち、経
済的、社会的および文化的権利に関する国際規約、あらゆる形態の人種差別の撤廃に
関する国際条約、女性に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約、子どもの権
利に関する条約、障害者の権利に関する条約、すべての移住労働者とその家族の権利
の保護に関する国際条約である。
97．最後に、特別報告者は、権利を普及する文書、エンパワーメント戦略、そして評価
と研究の手段として、ステークホルダーとハンセン病患者・回復者及びその家族のあ
いだで、原則及びガイドラインが利用されることを促進する。
国内レベルにおける原則及びガイドラインの実施そして非差別と完全な社会的包摂を
確保する各国政府の努力の監視
98．原則及びガイドラインの実施そして非差別を確保し、ハンセン病患者・回復者及び
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その家族の人権を強化する各国政府の努力の監視は、世界中にあるハンセン病の疫学
が多様であることに配慮する。ハンセン病が流行している諸国に優先順位が与えられ、
つぎに掲げる事項を考慮する。すなわち
⒜ 地域的な説明責任のメカニズム53)――既存の地域的人権保護システムからの法
律学、それによって出された勧告とその実施の度合い、
⒝ ハンセン病を理由とする差別の禁止そしてハンセン病患者・回復者及びその家族
の人権の保護、促進および執行に向けて各国政府がどのように前進しているのかを
評価するための――国内法の枠組み、公共政策そして社会参加のメカニズム、つぎ
に掲げる事項が評価される、すなわち
⛶ 規範的、司法的そして政策立案のレベルにおいて、原則及びガイドラインに
よって確立されたハンセン病患者・回復者及びその家族の権利を確保するために
とられた措置、それと同時にそれらへのアクセスを確保するためにとられた措置、
⛷ ハンセン病について意識を向上するためにとられた措置、
⛸ ハンセン病患者・回復者に関連する問題に関する意思決定過程そして原則及び
ガイドラインを実施する各国政府の活動のフォローアップに、彼らの参加を確保
するためにとられた措置
99．さらに、グッド・プラクティスの確認を可能にし、原則及びガイドラインの実施に
関する実際的かつ現実的な勧告を策定するために、つぎに掲げる事項も評価される。
すなわち
⒜ 各国政府が国際人権法に基づいて国内法を調整し統合することにかかわる状況
⒝ 反差別法、経済的および社会的権利の実現に関連する公共政策の状況、そして人
権を執行し公共政策を監視することができる司法上および行政上の救済措置と市民
の社会参加メカニズムの有無、
⒞ 説明責任のメカニズムとして裁判所と判例法の利用についてより良く理解するた
めに、国内の司法システム、あるいは、国内裁判所がハンセン病患者・回復者及び
その家族の権利と自由に関連する事例で判決を出し、差別法と経済的、社会的およ
び文化的権利に関連する事例も審理するのかについての状況。
53) 人および人民の権利に関するアフリカ委員会、米州人権委員会そして米州人権裁
判所。
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Ｆ．任務の優先順位
100．利用できる資源が限られていることを考えると、特別報告者は、ハンセン病患
者・回復者及びその家族の権利と自由を促進するさいに重要であると思われる、ふた
つの優先する分野を確認した。これらの優先順位は――40ヵ国以上もの国においてハ
ンセン病患者・回復者及びその家族が協議に参加することを認めた――特別報告者に
よってなされた、ハンセン病の分野における一定の主要なステークホルダー54)、同
時に国内の非政府組織とハンセン病患者・回復者組織との協議から生まれた55)。こ
れらの協議は、つぎに掲げる優先事項に第一義的な重要性を与える枠組みを策定する
ことを目的とした。すなわち
⒜ 平等の執行――ハンセン病患者・回復者及びその家族［が直面する］構造的な不
利益と闘い、彼らに内在する能力を発揮させるために、権利への効果的なアクセス
を保障するだけでなく、国内の法律と慣行を国際法と調和すること、
⒝ 平等の承認――意識向上を強化することを通じてスティグマ付与と偏見を撤廃し、
彼らの社会参加を推奨することにより、印象、言葉および内容の一般的な使用のた
めのガイドラインを普及することによって、ハンセン病患者・回復者及びその家族
に対する社会的偏見に変化を促すこと。
Ｖ．結 論
101．特別報告者は、ハンセン病患者・回復者及びその家族に対する広く行き渡り、制
度化され、構造化された差別に対処するために大きな機会を提供する任務の創設を、
54) その中でも特に、つぎの諸団体。すなわち、反ハンセン病国際連盟（the Inter-
national Federation of Anti-Leprosy Associations）、日本財団、笹川記念保健財団、
レプロシー・ミッション・インターナショナル（Leprosy Mission International）、
共生・尊厳・経済的自立のための国際ネットワーク（the International Association
for Integration, Dignity and Economic Advancement）、国際ハンセン病協会（the
International Leprosy Association）、世界保健機関そして全米保健機構（the Pan
American Health Organization）。
55) たとえば、つぎのような諸団体。すなわち、ハンセン病患者・回復者の社会復帰
のための運動（Movimento de Reintegração de Pessoas Atingidas pela Hanseníase）。
ハンセン病自立協会（Perhimpunan Mandiri Kusta）、フィリピン共和国ハンセン
病支援者連合（the Coalition of Leprosy Advocates of the Philippines）、広東省漢
達（ハ ン ダ）康 福 協 会（Handa Rehabilitation and Welfare Association and
Felehansen）。
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歴史的に画期的な出来事であると考える。特別報告者は、この画期的出来事を、国連
人権システムが――「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」で強調された目標
である――誰も置き去りにしないことを実現するためにかかわった証拠であると考え
る。
102．その義務を遂行するあいだ、決議 35／9 において人権理事会によって特別報告者
に委任された任務にしたがい、特別報告者は、多様化された国内と現地の現実を正当
に考慮して、ハンセン病に関連する差別に対してより脆弱な条件で生活する集団にと
りわけ注意を払う。
103．特別報告者は、各国政府、国連機関――とりわけ、その人権機構――政府間組織、
ハンセン病の分野における研究者と主要なステークホルダー、市民社会組織そしてハ
ンセン病患者・回復者組織と協働的な態度で、密接に作業するさいに委任された任務
を遂行することを目指している。特別報告者は、協議と対話をその重要な任務の一部
であると理解し、必要に応じて、とりわけハンセン病に関連する差別を撤廃するため
に重要である能力構築の分野において、技術的な助言を提案するだろう。
104．要求が厳しい任務の性格とハンセン病患者・回復者及びその家族の期待を考える
と、特別報告者は、ハンセン病患者・回復者及びその家族の生活に必要な変化をもた
らし、ハンセン病が2030年アジェンダにおける包摂性の積極的なシンボルとなること
を確保する努力において、彼女と連携するよう各国政府、国連システム、地域の独立
主体そして主要なステークホルダーに要請する。
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